
自治体の
講座や教室

同好者による
集まり、サー
クル活動

（ 参 考 ）
民間の講座や教
室、通信教育

自宅での学習
活動（書籍等）

地
域
指
標

ボランティア活動率 0．789＊＊ ０．０４５ －０．３２３ －０．０６５
刑法犯認知率（人口１００人あたり） －0．545 －0．468 ０．１９ 0．444
中高年就職率 －０．０８４ 0．609 ０．１９５ ０．３１５

（
参
考
）

高齢化率（老年人口割合） 0．406 －０．０３９ ０．０６７ －0．566
１人当たり県民所得 －０．０８６ －０．３７３ －０．０８６ 0．602
県財政の警察費割合 －0．458 －０．３５１ －０．１２６ 0．448

平成２０年の内閣府「生涯学習に関する世論調査」をもとに算出。１０地域ブロック別の集計結果を用いて相関
係数を算出した。地域指標は１０地域ブロックにあてはめた都道府県の平均値である。
＊＊は１％水準で有意。絶対値０．４以上の相関係数を斜体の太字で示した。
拙稿「生涯学習推進計画立案のためのガイドライン作成に向けて」日本生涯教育学会論集３２、２０１１年９月、
所収

１ 研究の目的

本稿は生涯学習推進の効果に関する研究の一環として、機関・施設別、学習内容別に学級講座受講
者率と地域指標との関係を分析し、どのような機関・施設の、どのような学習内容領域の学級講座が
地域社会に影響を与えているかを明らかにするものである。
これまで生涯学習推進の効果分析については、�一人あたりの社会教育費と地域指標との関係、�
学習内容別の公的機関・施設の講座等受講者率と地域指標との関係、�学習方法別の学習率と地域指
標との関係などの観点から取り組んできた（１）。�では、一人あたりの社会教育費とボランティア活動
率、犯罪率、投票率、中高年者就職率、完全失業率、生活保護率等といった地域指標との間で相関が
みられること、�ではボランティア活動率、犯罪率等と「教養の向上」領域などの公的機関・施設の
講座等受講者率の間で相関がみられることを指摘した。一方、�では「自治体の講座、教室」の学習
率とボランティア活動率の間でかなり高い相関がみられた（表１）。

表１ 「自治体の講座・教室」「同好者による集まり、サークル活動」の学習率と地域指標の相関係数

�や�では公的機関・施設の講座等の受講者率や学習率と地域指標との関係を分析してきたが、公
的機関・施設の講座等と一言で言っても様々な機関や施設がある。そこで、今回は、どのような機関・
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施設が開設する学級講座が地域に対して大きな影響力を有しているのか、あるいは機関・施設の違い
では差はないのか、さらにはどのような機関・施設の、どのような学習内容領域で地域指標と関連が
みられるのかを明らかにすることにした。したがって、本稿の目的は、これまで行ってきた生涯学習
推進の効果をさらに詳細に分析することにあり、地域社会への新たな影響を探ろうというものではな
いことをお断りしたい。
また、単年度の分析だけではその年度の特殊要因に影響を受けてしまうおそれがあるため、平成１３

年、１６年、１９年のデータから経年度変化をみることにした。それにより、地域指標との関係が安定し
ている機関・施設、学習内容領域はどのようなものか、地域指標との関係が強まる傾向にある機関・
施設、学習内容領域はどのようなものか、地域指標との関係が弱まる傾向にある機関・施設、学習内
容領域はどのようなものか、についてもみてみることにした。

２ 研究の方法

公的な機関・施設が開設する学級講座受講者率と地域指標の関係については相関係数を用いて分析
することにした。その際には県レベルで分析したが、東京都と沖縄県は特異な傾向がみられるため（２）、
それらの都県を除いた４５道府県のデータを使った。
また、分析に用いたデータ（３）は、学級講座受講者率については『社会教育調査』のデータであり、
開設機関・施設や学習内容の分類は次のようになっている。
【開設機関・施設】

・教育委員会
・首長部局
・公民館
・公民館類似施設
・青少年教育施設
・女性教育施設
・生涯学習センター（平成１９年度のみ）

【学習内容】
・「教養の向上」
・「趣味・けいこごと」
・「体育・レクリエーション」
・「家庭教育・家庭生活」
・「職業知識・技術の向上」
・「市民意識、社会連帯意識」
・「指導者養成」（平成１９年度のみ）
・「その他」

一方、地域指標のうちボランティア活動率や犯罪率については、これまでにもさまざまな観点から
分析を重ねてきたので、生涯学習支援の中心を担う社会教育はボランティア活動を盛んにしたり、犯
罪を抑制したりする効果があるとほぼいえるのではないかと思われる。今回はさらに地域の経済的な
面での活性化を人々の就職状況からみることにし、具体的には就職率、中高年者就職率、完全失業率
との関係を分析することにした。また近年は格差の拡大が社会問題となっており、そのような中で生
活保護被保護者が急増している。社会教育は生活保護被保護者の増大とどのような関係にあるかにつ
いても取り上げてみることにした。
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具体的には、『社会生活統計指標－都道府県の指標』のデータを用いて次の地域指標を取り上げた。
・ボランティア活動率
・犯罪率（人口１００人当たり刑法犯認知件数）
・就職率
・中高年者就職率（４５歳以上）
・完全失業率
・生活保護被保護実人員率
・生活保護被保護高齢者率

３ 地域指標別にみた機関別・学習内容別学級講座受講者率の関係

まずは平成１９年度開設の学級講座について、地域指標と機関別・学習内容別の受講者率との関係を
見てみよう。
ボランティア活動率との関係をみると（表２）、教育委員会や首長部局の一部の学級講座、公民館
の学級講座で受講者率が高まるとボランティア活動率が高まる傾向が見られる。特に公民館の学級講
座の場合は、「指導者養成」を除きすべての学習内容でボランティア活動との間に正の相関がみられ
る。
犯罪率との関係では（表３）、教育委員会の「教養の向上」および「体育・レクリエーション」の

学級講座、公民館のほぼすべての学級講座で受講者率が高まると犯罪率は低下しており、学級講座の
受講が犯罪を抑制していることがわかる。
次に、就職との関係についてみてみよう。
就職率と学級講座受講者率との関係をみたものが表４で、中高年者就職率との関係をみたものが表

５である。いずれも首長部局の「家庭教育・家庭生活」や公民館の学級講座と正の相関がみられる。
公民館の学級講座の場合、特に「教養の向上」や「趣味・けいこごと」の相関係数の値は高くなって
いる。

表２ ボランティア活動率と
学級講座受講者率（平成１９年度）との相関

教育委員会
全体 ０．３３７ ＊
教養の向上 ０．３５９ ＊
首長部局
全体 ０．３７１ ＊
家庭教育・家庭生活 ０．３９４ ＊＊
公民館
全体 ０．５６７ ＊＊
教養の向上 ０．５８３ ＊＊
趣味・けいこごと ０．５３７ ＊＊
体育・レクリエーション ０．５１８ ＊＊
家庭教育・家庭生活 ０．４９６ ＊＊
職業知識・技術の向上 ０．３１４ ＊
市民意識・社会連帯意識 ０．４８８ ＊＊
その他 ０．４０５ ＊＊

＊＊１％水準で有意
＊５％水準で有意（以下、表２６まで同じ。）

表３ 犯罪率と
学級講座受講者率（平成１９年度）との相関

教育委員会
全体 －０．３５３ ＊
教養の向上 －０．３１２ ＊
体育・レクリエーション －０．３２６ ＊

首長部局
趣味・けいこごと ０．３０２ ＊

公民館
全体 －０．４１３ ＊＊
教養の向上 －０．４３１ ＊＊
趣味・けいこごと －０．３８０ ＊
体育・レクリエーション －０．３７３ ＊
家庭教育・家庭生活 －０．３５１ ＊
職業知識・技術の向上 －０．３３４ ＊
市民意識・社会連帯意識 －０．３５５ ＊
指導者養成 －０．２９５ ＊
その他 －０．３６２ ＊

斜体は期待とは逆の傾向を示しているところ。
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一方、完全失業率との関係はどうであろうか。表６をみると、公民館の学級講座、特に「教養の向
上」「趣味・けいこごと」「体育・レクリエーション」「家庭教育・家庭生活」で負の相関がみられ、
これらの学級講座で学習する人が多い地域では失業率が抑制される傾向がみられる。
近年、格差が増大する中でたびたび話題にのぼる生活保護との関係をみると、生活保護被保護実人

員率との関係では（表７）、公民館の「教養の向上」、生涯学習センターの「家庭教育・家庭生活」の
学級講座で負の相関がみられる。いいかえればこれらの学級講座受講者率が高い地域の場合生活保護
を受ける人が少ない傾向がみられるのである。さらに生活保護を受けている高齢者率についてみると
（表８）、公民館の「教養の向上」「趣味・けいこごと」「体育・レクリエーション」「家庭教育・家庭
生活」や生涯学習センターの「家庭教育・家庭生活」の学級講座で抑制される傾向がみられる。

表４ 就職率と
学級講座受講者率（平成１９年度）との相関

首長部局
家庭教育・家庭生活 ０．３１５ ＊
公民館
全体 ０．４４９ ＊＊
教養の向上 ０．３９７ ＊＊
趣味・けいこごと ０．４９６ ＊＊
体育・レクリエーション ０．３７２ ＊
家庭教育・家庭生活 ０．４２９ ＊＊
職業知識・技術の向上 ０．３５２ ＊
市民意識・社会連帯意識 ０．３５８ ＊

表５ 中高年者就職率（４５歳以上）と
学級講座受講者率（平成１９年度）との相関

首長部局
家庭教育・家庭生活 ０．２９７ ＊
公民館
全体 ０．３６４ ＊
教養の向上 ０．４１８ ＊＊
趣味・けいこごと ０．３９４ ＊＊
体育・レクリエーション ０．３００ ＊
家庭教育・家庭生活 ０．３４０ ＊
市民意識・社会連帯意識 ０．２９６ ＊

表６ 完全失業率と
学級講座受講者率（平成１９年度）との相関

教育委員会
市民意識・社会連帯意識 ０．３１２ ＊
公民館
全体 －０．３１８ ＊
教養の向上 －０．３３３ ＊
趣味・けいこごと －０．３５１ ＊
体育・レクリエーション －０．２９５ ＊
家庭教育・家庭生活 －０．３１０ ＊

斜体の数値は期待とは逆の傾向を示しているところ。

表７ 生活保護被保護実人員率と
学級講座受講者率（平成１９年度）との相関

公民館
教養の向上 －０．４４８ ＊＊
青少年教育施設
趣味・けいこごと ０．３８４ ＊＊
家庭教育・家庭生活 ０．３１５ ＊
生涯学習センター
家庭教育・家庭生活 －０．３４１ ＊

斜体の数値は期待とは逆の傾向を示しているところ。

表８ 生活保護被保護高齢者率と
学級講座受講者率（平成１９年度）との相関

公民館
全体 －０．３３７ ＊
教養の向上 －０．４７２ ＊＊
趣味・けいこごと －０．３００ ＊
体育・レクリエーション －０．３０７ ＊
家庭教育・家庭生活 －０．３１５ ＊
青少年教育施設
趣味・けいこごと ０．４３７ ＊＊
生涯学習センター
家庭教育・家庭生活 －０．３１８ ＊

斜体の数値は期待とは逆の傾向を示しているところ。
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青少年教育施設の「趣味・けいこごと」等の学級講座では生活保護と正の相関がみられるが、それ
は青少年教育施設が経済的に恵まれない青少年に学習機会を提供する機能を果たしていることを示し
ているのかもしれない。ただし、今回の分析だけでははっきりしたことはいえず、さらに詳しい分析
が必要である。

４ 経年変化の傾向

これまで平成１９年度の学級講座受講者率についてみてきたが、単年度だけではその年度に限った要
因の影響を受けていることもある。そこで次に、経年度でみることにより年度で変動しているのか、
比較的安定した傾向を示しているのかをみることにした。それにより地域指標と開設機関・学習内容
別の学級講座受講者率との関係がさらにはっきりすると考えたからである。
ここでは平成１３年、１６年、１９年のデータを分析し、（１）その６年間のいずれでも有意の相関がみ
られる領域、（２）６年間に相関が強まる傾向がみられる領域、（３）６年間に相関が弱まる傾向がみ
られる領域に分けてみてみることにした。（１）は、地域指標と開設機関・学習内容別の学級講座受
講者率とが比較的強い関係にあり、かつその関係が安定した傾向を示しているものということができ
る。（２）は、両者の関係が強まる傾向がみられるもので、将来は（１）の領域に入る可能性がある
ものである。また、（２）（３）については、平成１３年、１６年、１９年のいずれかで５％以下の水準で有
意差がみられたものを取り上げている。さらに、（１）（２）（３）の複数の領域に入る関係もあれば、
いずれかの領域に分類される関係もある。

（１）６年間のいずれでも有意の相関がみられる領域
表９から表１４までは、地域指標ごとに６年間を通して有意の相関が見られる領域をあげたものであ

る。
ボランティア活動率や犯罪率では教育委員会による学級講座でも受講者率との相関係数は比較的高

い値になっているが、表９から表１４の全体をみると公民館の学級講座が多くを占めており、特に公民
館の「教養の向上」は様々な面で地域指標と関係があるといえそうである。なお、太字のところは平
成１３年、１６年、１９年のいずれも地域指標と学級講座受講者率との関係が１％水準で有意となっている
ことを示している。

表９ ６年間有意差がみられるボランティア活動率と学級講座受講者率との相関
平成１３年 平成１６年 平成１９年

教育委員会 全体 ０．４０４ ＊＊ ０．３１７ ＊ ０．３３７ ＊
首 長 部 局 全体 ０．３４５ ＊ ０．３１６ ＊ ０．３７１ ＊

全体 ０．４３７ ＊＊ ０．５３２ ＊＊ ０．５６７ ＊＊
教養の向上 ０．４１３ ＊＊ ０．５４４ ＊＊ ０．５８３ ＊＊
趣味・けいこごと ０．３８１ ＊ ０．４６２ ＊＊ ０．５３７ ＊＊

公 民 館 体育・レクリエーション ０．４１５ ＊＊ ０．５３４ ＊＊ ０．５１８ ＊＊
家庭教育・家庭生活 ０．３９８ ＊＊ ０．５７５ ＊＊ ０．４９６ ＊＊
職業知識・技術の向上 ０．４４８ ＊＊ ０．５３７ ＊＊ ０．３１４ ＊
市民意識・社会連帯意識 ０．３８５ ＊＊ ０．３７５ ＊ ０．４８８ ＊＊

太字は３ヵ年とも１％水準で有意となっているところ。
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（２）６年間に相関が強まる傾向がみられる領域
表１５から表２１までは、６年間に次第に相関が強まる傾向がみられる領域を示したものである。
この場合も公民館の学級講座が多く上がってきている。太字のところは３ヵ年とも相関が有意で、

かつ平成１３年、１６年、１９年と相関係数の絶対値が大きくなるところを示している。その太字のところ
をみてもわかるように、公民館の「教養の向上」や「趣味・けいこごと」は地域に貢献する傾向が高
まっているとみることができる。

表１０ ６年間有意差がみられる犯罪率と学級講座受講者率との相関
平成１３年 平成１６年 平成１９年

教育委員会
全体 －０．３１９ ＊ －０．４４７ ＊＊ －０．３５３ ＊
教養の向上 －０．２９５ ＊ －０．３６０ ＊ －０．３１２ ＊
全体 －０．４１２ ＊＊ －０．４２３ ＊＊ －０．４１３ ＊＊
教養の向上 －０．４３５ ＊＊ －０．４５３ ＊＊ －０．４３１ ＊＊
趣味・けいこごと －０．３４５ ＊ －０．３６８ ＊ －０．３８０ ＊

公 民 館 体育・レクリエーション －０．３５３ ＊ －０．３８０ ＊ －０．３７３ ＊
家庭教育・家庭生活 －０．４７１ ＊＊ －０．４３２ ＊＊ －０．３５１ ＊
職業知識・技術の向上 －０．３６１ ＊ －０．４０１ ＊＊ －０．３３４ ＊
市民意識・社会連帯意識 －０．２９４ ＊ －０．３２９ ＊ －０．３５５ ＊

太字は３ヵ年とも１％水準で有意となっているところ。

表１１ ６年間有意差がみられる就職率と学級講座受講者率との相関
平成１３年 平成１６年 平成１９年

全体 ０．３８７ ＊＊ ０．４２６ ＊＊ ０．４４９ ＊＊

公 民 館
教養の向上 ０．３３９ ＊ ０．４６０ ＊＊ ０．３９７ ＊＊
体育・レクリエーション ０．４１８ ＊＊ ０．４３４ ＊＊ ０．３７２ ＊
家庭教育・家庭生活 ０．４７５ ＊＊ ０．４３７ ＊＊ ０．４２９ ＊＊

太字は３ヵ年とも１％水準で有意となっているところ。

表１２ ６年間有意差がみられる完全失業率と学級講座受講者率との相関
平成１３年 平成１６年 平成１９年

全体 －０．５２２ ＊＊ －０．３３３ ＊ －０．３１８ ＊
公 民 館 体育・レクリエーション －０．４８４ ＊＊ －０．３１４ ＊ －０．２９５ ＊

家庭教育・家庭生活 －０．５５３ ＊＊ －０．３７８ ＊ －０．３１０ ＊

表１３ ６年間有意差がみられる生活保護被保護実人員率と学級講座受講者率との相関
平成１３年 平成１６年 平成１９年

公 民 館 教養の向上 －０．３３８ ＊ －０．３４４ ＊ －０．４４８ ＊＊

表１４ ６年間有意差がみられる生活保護被保護高齢者率と学級講座受講者率との相関
平成１３年 平成１６年 平成１９年

全体 －０．３６８ ＊ －０．３６２ ＊ －０．３３７ ＊

公 民 館
教養の向上 －０．３８８ ＊＊ －０．３８３ ＊＊ －０．４７２ ＊＊
体育・レクリエーション －０．３３０ ＊ －０．３３７ ＊ －０．３０７ ＊
家庭教育・家庭生活 －０．４２６ ＊＊ －０．４７２ ＊＊ －０．３１５ ＊

太字は３ヵ年とも１％水準で有意となっているところ。
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なお、表１９の完全失業率と教育委員会の「市民意識・社会連帯意識」、表２１の生活保護被保護高齢
者率と青少年教育施設の「趣味・けいこごと」では、相関が強まるとはいっても地域社会に貢献する
方向での相関ではない。逆の相関となっている。表１９と表２1の相関係数のところが斜体となっている

表１５ ６年間に相関が強まるボランティア活動率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

首 長 部 局 家庭教育・家庭生活 ０．０１２ ０．０７２ ０．３９４ ＊＊
全体 ０．４３７ ＊＊ ０．５３２ ＊＊ ０．５６７ ＊＊

公 民 館
教養の向上 ０．４１３ ＊＊ ０．５４４ ＊＊ ０．５８３ ＊＊
趣味・けいこごと ０．３８１ ＊ ０．４６２ ＊＊ ０．５３７ ＊＊
その他 ０．２２５ ０．３１３ ＊ ０．４０５ ＊＊

太字は３ヵ年とも有意となっており、かつ平成１３年→１６年→１９年と相関係数の絶対値が大きくなる傾向がみ
られるところ。

表１６ ６年間に相関が強まる犯罪率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

趣味・けいこごと －０．３４５ ＊ －０．３６８ ＊ －０．３８０ ＊
公 民 館 市民意識・社会連帯意識 －０．２９４ ＊ －０．３２９ ＊ －０．３５５ ＊

その他 －０．２５９ －０．２７９ －０．３６２ ＊
太字は３ヵ年とも有意となっており、かつ平成１３年→１６年→１９年と相関係数の絶対値が大きくなる傾向がみ
られるところ。

表１７ ６年間に相関が強まる就職率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

公 民 館
趣味・けいこごと ０．２８９ ０．３７３ ＊ ０．４９６ ＊＊
職業知識・技術の向上 ０．１４０ ０．３２４ ＊ ０．３５２ ＊

表１８ ６年間に相関が強まる中高年就職率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

全体 ０．２０２ ０．２４３ ０．３６４ ＊
公 民 館 教養の向上 ０．１４３ ０．３１６ ＊ ０．４１８ ＊＊

趣味・けいこごと ０．１２３ ０．１６６ ０．３９４ ＊＊

表１９ ６年間に相関が強まる完全失業率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

教育委員会 市民意識・社会連帯意識 ０．００４ ０．０１８ ０．３１２ ＊
斜体の数値は期待とは逆の傾向がみられるところ。

表２０ ６年間に相関が強まる生活保護被保護実人員率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

公 民 館 教養の向上 －０．３３８ ＊ －０．３４４ ＊ －０．４４８ ＊＊
太字は３ヵ年とも有意となっており、かつ平成１３年→１６年→１９年と相関係数の絶対値が大きくなる傾向がみ
られるところ。

表２１ ６年間に相関が強まる生活保護被保護高齢者率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

青少年教育施設 趣味・けいこごと ０．０４７ ０．１２２ ０．４３７ ＊＊
斜体の数値は期待とは逆の傾向がみられるところ。
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のはそれを表している。

（３）６年間に相関が弱まる傾向がみられる領域
表２２から表２８は６年間に相関が弱まる傾向がみられる領域を地域指標ごとにまとめたものである。
表２２のボランティア活動率と公民館類似施設の「市民意識・社会連帯意識」、表２３の犯罪率と女性
教育施設の「市民意識・社会連帯意識」との相関は地域に貢献するのとは逆の相関になっている。た
だしそのような傾向は弱まりつつある。表２６の完全失業率と公民館類似施設の「市民意識・社会連帯
意識」関係、表２７の生活保護被保護実人員率と公民館類似施設の「教養の向上」、生活保護被保護高

表２２ ６年間に相関が弱まるボランティア活動率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

首 長 部 局 教養の向上 ０．４４７ ＊＊ ０．１１５ －０．０８３
公民館類似施設 市民意識・社会連帯意識 －０．４４８ ＊＊ －０．２１４ －０．０９０
斜体の数値は期待とは逆の傾向がみられるところ。

表２３ ６年間に相関が弱まる犯罪率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

女性教育施設 市民意識・社会連帯意識 ０．４７１ ＊＊ ０．４３９ ＊＊ ０．２３１
斜体の数値は期待とは逆の傾向がみられるところ。

表２４ ６年間の就職率と学級講座受講者率との相関
平成１３年 平成１６年 平成１９年

全体 ０．３６１ ＊ ０．３２４ ＊ ０．１８８

教育委員会
教養の向上 ０．３９９ ＊＊ ０．１６９ ０．１５９
体育・レクリエーション ０．４９３ ＊＊ ０．４４５ ＊＊ ０．１４８
その他 ０．３７５ ＊ ０．２７５ －０．２３０

公 民 館 家庭教育・家庭生活 ０．４７５ ＊＊ ０．４３７ ＊＊ ０．４２９ ＊＊
斜体の数値は期待とは逆の傾向がみられるところ。

表２５ ６年間に相関が弱まる中高年就職率（４５歳以上）と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

全体 ０．３１０ ＊ ０．１６５ ０．１３８
教育委員会 体育・レクリエーション ０．４６５ ＊＊ ０．３８３ ＊＊ ０．１８９

その他 ０．３４７ ＊ ０．２４６ －０．２４９
斜体の数値は期待とは逆の傾向がみられるところ。

表２６ ６年間に相関が弱まる完全失業率と学級講座受講者率
平成１３年 平成１６年 平成１９年

教育委員会 体育・レクリエーション －０．４８３ ＊＊ －０．２７２ ０．０３５
首 長 部 局 全体 －０．３４０ ＊ －０．３０５ ＊ －０．２２０

全体 －０．５２２ ＊＊ －０．３３３ ＊ －０．３１８ ＊

公 民 館
体育・レクリエーション －０．４８４ ＊＊ －０．３１４ ＊ －０．２９５ ＊
家庭教育・家庭生活 －０．５５３ ＊＊ －０．３７８ ＊ －０．３１０ ＊
職業知識・技術の向上 －０．４６９ ＊＊ －０．２７８ －０．１１８

公民館類似施設 市民意識・社会連帯意識 ０．５０５ ＊＊ －０．１０８ ０．０５０
斜体の数値は期待とは逆の傾向がみられるところ。
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齢者率と公民館類似施設の「教養の向上」「家庭教育・家庭生活」「市民意識・社会連帯意識」も同様
である。
教育委員会の「体育・レクリエーション」の学級講座受講者率の場合は、平成１３年の頃には就職率、

中高年者就職率との間に正の相関がみられ、完全失業率等との間に負の相関がみられたがそのような
傾向はなくなりつつある。教育委員会の「体育・レクリエーション」の学習内容が就職に有効とは考
えにくいので、受講者同士の情報交換が何らかの効果を有していたが、次第にその力を失いつつある
ということを示しているのではないかと思われる。
その他、公民館の学級講座でも完全失業率や生活保護被保護実人員率等に対する効果が弱まる学習

内容領域がみられる。

５ まとめ

これまでの分析で、生涯学習推進の中でも社会教育がボランティア活動率や中高年者就職率のアッ
プや犯罪率の抑制などに関係していることを明らかにしてきたが、今回の分析結果から社会教育の中
でも公民館の学級講座が地域社会に大きな影響を与えていることがわかってきた。もちろん、公民館
等での社会教育活動が地域社会に直接影響を与えているのではなく、社会教育活動が人間を変容させ、
その人間が社会を形成していると考える必要があるように思われる。
しかし一方で、地域の図書館や博物館を利用した学習が地域社会にどのような影響を与えているの

か、個人学習を含めた生涯学習はどのような影響を与えているのかについては、依然としてほとんど
わかっていない。その解明は今後の課題である。

表２７ 生活保護被保護実人員率との相関
平成１３年 平成１６年 平成１９年

全体 －０．３２３ ＊ －０．３０６ ＊ －０．２９０
公 民 館 体育・レクリエーション －０．２９９ ＊ －０．２８９ －０．２７２

職業知識・技術の向上 －０．３４４ ＊ －０．２８６ －０．１４７
公民館類似施設 教養の向上 ０．３５９ ＊ ０．１８８ ０．０９８
斜体の数値は期待とは逆の傾向がみられるところ。

表２８ 生活保護被保護高齢者率との相関
平成１３年 平成１６年 平成１９年

教育委員会 体育・レクリエーション －０．３３３ ＊ －０．２８２ －０．０９５
全体 －０．３６８ ＊ －０．３６２ ＊ －０．３３７ ＊

公 民 館 教養の向上 －０．３８８ ＊＊ －０．３８３ ＊＊ －０．４７２ ＊＊
職業知識・技術の向上 －０．３９４ ＊＊ －０．３３２ ＊ －０．１７４
教養の向上 ０．３０４ ＊ ０．１２３ ０．０９４

公民館類似施設 家庭教育・家庭生活 ０．２９７ ＊ －０．１０１ －０．０３２
市民意識・社会連帯意識 ０．４８７ ＊＊ －０．０９３ ０．０６３

斜体の数値は期待とは逆の傾向がみられるところ。
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【注】
（１）浅井経子「社会教育への財政投入の効果に関する研究―職業関係の地域指標の場合―」八洲学園大学紀要第

３号、平成１９年３月、同「生涯学習推進の効果に関する分析―ボランティア活動率、投票率、犯罪率への社
会教育費の効果―」日本生涯教育学会論集２８、平成１９年７月、同「地域指標との関連からみた生涯学習支援
と生涯学習の構造―生涯学習推進の効果分析を通して―」日本生涯教育学会論集２９、平成２０年９月、同「生
涯学習推進の効果・その１、その２」『生涯学習研究 e 事典』平成２１年８月、同「生涯学習推進計画立案の
ためのガイドライン作成に向けて」日本生涯教育学会論集３２、平成２３年９月など。

（２）東京都と沖縄県を除いた理由としては、東京都の場合は１人当たりの県民所得が飛びぬけて高く、沖縄県の
場合は高齢化率が飛びぬけて低くなっている。浅井経子「生涯学習推進の効果に関する研究―学習内容別の
分析―」八洲学園大学紀要第７号、平成２３年３月、を参照のこと。

（３）分析に使ったデータは表２９のようになっている。

表２９ 活用したデータについて

項 目 平成 最小値と最大値
（東京都と沖縄県を除く） 備考 データの出典

教育委員会の学級講座受講者率
１３年 １８７．６３～２１６０．９７人

人口１万人当
たり受講者数

「社会教育調
査」

１６年 ２２８．７～２２６９．７８人
１９年 １６７．４４～３１７６．８６人

首長部局の学級講座受講者率
１３年 ３７０．６８～２１２４．１６人
１６年 ２７４．２～１９５６．６４人
１９年 ８３．３９～１４７７．５人

公民館の学級講座受講者率
１３年 ２２７．２６～５２０３．３５４人
１６年 ２４７．５～７４０９．０７人
１９年 １８２．１３～６８１４．７９人

公民館類似施設の学級講座受講者率
１３年 ０～１１７．４０１人
１６年 ０～３８５．４人
１９年 ０～２２９．６８人

青少年教育施設の学級講座受講者率
１３年 ０～１２７．２６８人
１６年 ０．５７～２０５．４５人
１９年 ０～６３７．９７人

女性教育施設の学級講座受講者率
１３年 ０～１０１．４６６７人
１６年 ０～１１３．１７人
１９年 ０～８２．９９人

生涯学習センターの学級講座受講者率 １９年 ０～１１６１．３４人

ボランティア活動率
１３年 ２１．６～３９．１％

１５歳以上の年
間活動率

「社会生活統
計指標－都道
府県の指標」

１８年 ２０．８～３４．４％
１８年 ２０．８～３４．４％

犯罪率
１３年 ９．３１～ ３７．１１件 人口１００人当

たりの刑法犯
認知件数

１７年 ７．５１～２８．３件
２０年 ５．５４～２２．９２件

就職率
１３年 ３．２～９．７％
１７年 ５．１～１０．７％
１９年 ４．５～９．６％

中高年齢者就職率
１３年 １．９～９．８％ ４５歳以上の就

職件数／求職
者数

１６年 ２．４～１０．８％
１９年 ３．４～９．６％
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完全失業率
１２年 ３～７％

「社会生活統
計指標－都道
府県の指標」

１７年 ４．２～８．６％
２０年 ４．２～８．６％

生活保護被保護実人員率
１３年 １．８６～１９．４８人

月平均人口千
人当たり１７年 ２．２６～２４．６人

２０年 ２．３７～２６．４８人

生活保護被保護高齢者率
１３年 ４．５～３８．７人

６５歳以上人口
千人当たり１７年 ５．２～４７．８人

２０年 ５．２～４９．８人

（受理日：２０１２年３月６日）
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